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農業政策の効果測定手法：
回帰不連続デザイン
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要　　旨

　近年，農業政策分野においてEBPM（Evidence-Based Policy Making，エビデンスに基づく政
策立案）という考え方が浸透しつつあるが，そこでの最も重要な概念は，対象とする政策が各種ア
ウトカムに与える「因果関係」である。本稿では因果関係を推計する手法の一つである，「回帰不
連続デザイン（Regression Discontinuity Design）」に焦点を当て，その基本的な概念や農業経済
学分野における応用例，我が国の農業分野に適用するための課題について論じる。
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１．はじめに

　近年EBPM（Evidence-Based Policy Making，
エビデンスに基づく政策立案）という言葉が注目
を集めている。科学的な根拠（Evidence）に基
づいた政策立案を目指す動きである。そこで最も
重要な役割を果たすのは，因果関係である。ある
農業政策が農家所得や耕作放棄地率といった各種
のアウトカム（結果変数）に与えた効果，つまり
因果関係を数量的に計測し，政策を評価すること
が求められている。因果関係を特定するためには，
幾つかの手法が存在するが，本稿ではその中でも，
回帰不連続デザイン（Regression Discontinuity 
Design，以下では主にRDDと略す）と呼ばれる
手法に焦点を当て，その基本的な考え方や農業経
済学分野における応用例について紹介する（１）。

２．因果関係とは

　ある政策Xが，アウトカムYに与える因果関係
は，「政策Xを受けた場合に実現したであろうY」
（Y1 とする）と「政策Xを受けなかった場合に実
現したであろうY」（Y0 とする）の差で定義される。
ここでは単純化のためにXを政策と呼んだが，も
ちろん政策以外であってもこの定義は適用でき
る。
　ここで問題となるのは，個々の農家に関して
は，Y1 とY0 の，いずれか一方しか観察できない
という事実である。政策を受けた農家に関しては
Y1 の値は観察できるが，政策を受けてしまって
いる以上，「政策を受けなかった場合」という状
況は，仮想的な状況であり（反事実的，Counter-
factualと呼ばれる），そのアウトカムY0 を観察す
ることはできない。逆に政策を受けていない農家
に関しては，Y0 は観察できるが，Y1 は観察でき
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ないことになる。したがって因果関係を特定する
ためには，何らかの方法で，観察できない方のY
を推計する必要がある。この推計方法の違いに
よって，最小二乗法やRDDなど，様々な分析方
法が生まれることになる。
　さて，ここで（恐らく最もありがちな）因果関
係の誤った計測方法を挙げてみよう。それは，X
がYに与える影響を知りたいのならば，Xである
農家のYの平均値と，Xでない農家のYの平均値
を，比較すれば良いのではないか，というもので
ある。例えばXを有機農業，Yを所得としよう。
そして統計データから，有機農業をしている農家
の所得が１時間当たり平均 5,000 円，有機農業を
していない農家のそれが 3,000 円であることがわ
かったとする。こうしたデータから，「有機農業
をすれば所得が 2,000 円上がる」と結論付けてよ
いのだろうか。
　答えは否である。なぜならば両グループの特徴
はそもそも全く異なるかもしれないからである。
例えば有機農家は，非有機農家に比べて，小規模
で，若く，スキルも高い農家たちかもしれない。
そうであれば 2,000 円という所得の差は，有機農
業の効果ではなく，単にこれらの特徴の違いが反
映されているだけかもしれない。こうした問題を
セレクションバイアスと呼ぶ。
　セレクションバイアスが生じる原因は，農家自

4

ら
4

が有機農業を行うか否か（つまりXの値）を選
択している点にある。自ら選択しているがゆえ
に，両グループでスキルや年齢等に差が生じてし
まうのである。したがってセレクションバイアス
を回避するための最も有効な方法は，Xをランダ
ム（無作為）に割り当てることである。つまりラ

ンダムに選ばれた一部の人に有機農業を行っても
らい，残りの人には非有機農業（慣行農業）を行っ
てもらう。こうした手法は，ランダム化比較実験
（Randomized controlled trial，RCTとも略す）
と呼ばれる。実験への参加者が十分に多ければ，
ランダム化をしている以上，有機農業以外の特
徴，すなわち規模や年齢やスキルには，平均的に
見れば両グループ間に差は生じないはずである。
もし，何らかの差が生じてしまっているとすれ
ば，それはランダム化ができてないということで
ある。このとき，もし両グループのアウトカムY
に有意な差が見られれば，それを有機農業の効果
（因果関係）とみなすことができる。ランダム化
比較実験は，現在，最もエビデンスとしての信頼
性が高いとされている手法である。しかし，ラン
ダム化比較実験の最大の問題は，その実施が容易
でないことである。実験の実施には多大なコスト
と時間を要する上に，例えばランダムに選ばれた
一部の農家にのみ補助金を配る場合，政策の平等
性や政治的な観点から実験実施の敷居は高くなり
がちである。したがって経済学分野ではランダム
化比較実験に頼らない，非実験的な手法も依然と
して重要な役割を果たしている。
　さて，アウトカムYに影響を与え，かつ政策X
と相関している要素を交絡変数（Confounding 
variables）という（第１図）。先ほどの有機農業
の例では，規模，年齢，スキルなどが交絡変数の
候補として疑われるわけである。もし，全ての交
絡変数がデータとして観察できる場合，最小二乗
法（OLS）や傾向スコアマッチング（Propensity 
score matching）などで因果関係を推計可能で
ある。しかしながら全ての交絡変数がデータとし

第１図　因果関係と交絡変数

註．交絡変数がアウトカムYに影響を与えており（因果関係があり），なおかつ，交絡変
数と政策Xが相関しているケース（相関であるから因果関係とは限らない。簡単に
言えば二つのデータの散布図を描いたときに正ないし負の傾きが見られるというこ
と）。この場合，たとえ政策XがアウトカムYに影響を与えていなくとも（因果関係
がなくとも），交絡変数を無視して分析を行えば，影響ありと判断されてしまう。
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て観察できるという状況は，現実にはなかなか考
えにくく，一部観察できない交絡変数が残ってい
ると考える方が自然であろう。有機農業の例で
は，規模や年齢は観察可能であろうが，農業者の
スキルをデータとして観察することは非常に困難
と言える。こうした場合には，回帰不連続デザイ
ン，操作変数法（Instrumental�variable method），
差分の差分法（Difference-in-Differences）などで
対処する必要がある（２）。これらの手法は利用可能
な状況がそれぞれ異なっており，RDDは，政策
対象者の選定方法に不連続性がある場合に，操作
変数法は，政策の参加状況とは相関するが，交絡
変数とは相関しない操作変数と呼ばれる変数が利
用可能な場合に，差分の差分法は，政策導入前後
のアウトカムが計測可能な場合に適用できる。ま
た要求される仮定もそれぞれ異なり，RDDでは，
政策が存在しなければ，不連続性の境界前後で，
アウトカムが不連続に変化することはない（ス
ムーズに変化する）という仮定が求められる。操
作変数法では，操作変数が政策への参加状況とは
相関するが，交絡変数とは相関しないことが求め
られ，差分の差分法は，もし政策が導入されな
かったとしたら，政策対象者と非対象者のアウト
カムは同じトレンドで推移するという仮定が求め
られる。なお経済学分野における論文数を比べる
と，操作変数法や差分の差分法と比べて，RDD
の利用例は少ないようである（３）。これは不連続性
の生じている政策を見つけ出すことが容易ではな
いことや，不連続性の前後で十分なデータ数が要
求されるためであろう。しかし要求される仮定が
他の手法に比べると緩いため，もし利用可能な場
面があれば，非常に強力な分析ツールとなり得
る。

３．回帰不連続デザイン

　政策対象者を選定する際のルールが，ランダム
化比較実験に近い状況を生み出す場合がある。具
体的には，ある基準値を境に政策対象を選択する
ような場合である。このとき，基準値を超えた農
家は政策対象となり，超えていない農家は政策の
対象外になるという意味で，基準値を境に一種の
「不連続性」が発生する。例えば，過去の品目横

断的経営安定対策で行われていたような，４ha
以上の規模の農家にのみ補助金を支給するような
場合や，中山間地域等直接支払制度のように，地
理的な境界線を基に補助金の受給が決まるような
ケースである。以下では政策を受けた農家を対象
者ないし処置群（Treatment group），受けな
かった農家を非対象者ないし対照群（Control�
group）と呼ぶ。
　不連続性の境界（閾

しきい

値
ち

）の近くでは，どちらに
属するかはほぼランダムであり，平均的に見れ
ば，不連続性が発生する境界近辺の農家は同じ特
徴を持っているとみなすことができる。つまり閾
値を少し上回った農家と，少し下回った農家とで
は，交絡変数の影響が平均的には等しいとみなす
ことができるのである。これを利用して政策効果を
推計するのが回帰不連続デザイン（RDD）である
（Imbens and Lemieux, 2008; Lee and Lemieux, 
2010）。
　第２図は，４ha以上の規模の農家にのみ補助
金を支給するケースを想定した図である。縦軸は
関心のあるアウトカム（例えば所得や規模拡大
率），横軸は政策対象となるか否かを左右する変
数（running variable, forcing variableなどと呼
ばれる）であり，この場合は農地の規模である。
補助金を受け取れるか否かが決まる４haを境に，
不連続性が発生する。RDDではこの不連続性の
前後，例えば 4.0 ～ 4.1haの処置群と 3.9 ～ 4.0ha
の対照群とに分けて，アウトカムYを比較し，も
しYに有意な差が生じていれば，それを政策の効
果とみなすのである。
　以上の例では単一のrunning variable（農地面
積）に一つの閾値（４ha）が設定されるケース
であったが，複数のrunning variableによって閾
値が定義されるケース（Papay et al., 2011）や，
閾値が複数あるケース（Cattaneo et al., 2016）
を扱うことのできるRDDも存在する。また閾値
前後におけるYの「水準」の不連続性・ジャンプ
を検出するのではなく，Yの「傾き」（第２図で言
えばYとXの関係の傾き）の不連続性を検出する
「Regression kink design」と呼ばれる分析手法
もある（Card et al., 2015）。これらの手法に関
しては，いまだ農業経済学分野での応用例は見当
たらないため，本稿では詳細には立ち入らないこ
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ととする。
　RDDの非常にスマートな応用例として，著名
な労働経済学者，Angrist and Lavy（1999）に
よる研究を紹介しよう。この研究の目的は，小学
校におけるクラスの規模が，生徒の成績に与える
影響を明らかにすることである。一般に小規模な
クラスほど教師の目が行き届き，生徒の成績に好
影響を与えることが予想されるが，クラスサイズ
を小さくすれば全体の教育費が増大するから，闇
雲に小さくするわけにはいかない。こうした背景
の下，労働経済学や教育学の分野では，クラスサ
イズと成績の関係は重要な研究テーマとなってい
る。
　さて，読者の中には，クラスサイズの大きな学
校と小さな学校とで，成績を比べれば良いのでは
ないか，と考える方もおられるかもしれない。し
かしこうした方法は正しくない可能性が高い。理
由は前に述べたとおり，Y（成績）に影響を与え，
かつX（クラスサイズ）と相関している交絡変数
が考慮されていないからである。言い換えれば，
セレクションバイアスが生じている可能性が高い
からである。ここで交絡変数として疑われるの
は，例えば学校の設備や地域属性である。小規模
クラスは生徒数の少ない過疎地に多い傾向がある
かもしれない。とすれば，学校の設備は都市部に
比べて老朽化しているかもしれないし，学習塾な

どの周辺環境も都市部に比べれば劣っているかも
しれない。したがって単なる相関を見ただけで
は，設備や地域属性による影響が排除されておら
ず，クラスサイズの影響を正しく推計できない。
それでは，こうした要因を全てコントロールした
場合はどうか。つまり，学校の設備や地域の塾の
数などを説明変数として用いて回帰分析すればセ
レクションバイアスの問題は解決されるのだろう
か。答えは依然として否である。なぜならば，観
察できないそれ以外の交絡変数が残り得るからで
ある。例えば，教育熱心な親は小規模クラスの学
校に子供を入れたがるであろうから，その結果，
小規模クラスに優秀な子が集まり，テストの点数
が高くなる，というメカニズムが発生し得る。つ
まりクラスサイズの影響ではなく，生徒の質・親
の熱心さという交絡変数によって，成績が上がる
可能性が排除しきれないのである。一般に生徒の
質や親の熱心さをデータとして数値化することは
困難であるから，通常の回帰分析ではこの問題に
対処することが困難となる。
　このようにクラスサイズと成績の因果関係を明
らかにすることは，一筋縄では行かないのである
が，Angrist and Lavy（1999）は，一クラス当
たりの生徒数の上限に関するルールを利用して，
この問題を鮮やかに解決して見せた。分析対象の
イスラエルでは，公立小学校のクラスサイズの上

第２図　RDDの概念図

註．各マーカーは農家ごとの農地面積（横軸）とアウトカムY（縦軸）の
関係を表す。ここでは４ha以上の農家に補助金を支給しているケース
を想定しており，黒い矢印が政策の効果を表す。
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限が 40 人と定められている。したがって一学年
の人数が 40 人までの場合は一クラスに収まるが，
一学年が 41 人になると，一クラスには収めきれ
ないので，20 人と 21 人のクラスに分割せざるを
得ない。つまり 40 人を境に不連続が発生するこ
とになる。このとき，どんなに教育熱心な親でも
学年の数が 40 人になるか 41 人になるかを事前に
見越すことはできないから，一学年 40 人の学校
と，一学年 41 人の学校とでは，生徒の質は平均
的にはほぼ同じとみなすことができる。なおか
つ，クラスサイズは 40 人と 20 人前後と全く異な
るため，両者の学校でテストの成績を比べれば，
クラスサイズの効果を検出することができる。な
お，一学年 80 人と 81 人との間でも（クラス数が
２クラスから３クラスに増加），120 人と 121 人
との間でも（クラス数が３クラスから４クラスに
増加），同様に不連続性が発生する。こうした不
連続性に着目したAngrist and Lavy（1999）は，
RDDによる分析の結果，小規模クラスは小学４，
５年生の成績を有意に上げるが，３年生では効果
は見られないことを見いだした。つまり，学習内
容が高度化するほど小規模クラスは効果的である
が，低学年ではそこまでの必要性がないことを意
味する。このように歴史的に重要なトピックを，
素晴らしいアイデアで解決し，なおかつ貴重な政
策インプリケーションを与えたこの研究成果は，
経済学分野で最も権威ある学術雑誌の一つである
QJE（Quarterly Journal of Economics）に掲載
され，高い評価を得ている。

４．農業分野における応用例

（１）地域による不連続
　本節では農業分野におけるRDDの応用例を紹
介する（４）。まずは地理的な境界線に基づいた不連
続性に着目したGrout et al.（2011）による研究
である。研究の目的は，土地のゾーニングが地価
に与える影響を明らかにすることである。ゾーニ
ングの内側（都市側）は主に居住地として住宅の
建設が許可されるが，外側は農地・林業等に利用
が制限される。米国の多くの州では，政府による
行動によって不動産の価値が低下した場合，所有
者に損害補償を支払うことが法令で定められてお

り，ゾーニングと地価の関係は政治的にも重要な
トピックとなっている。
　繰り返しになるが，例えばゾーニングの内側の
平均地価が 5,000 ドル，外側のそれが 3,000 ドル
だったとしても，「ゾーニングによって 2,000 ド
ル地価が変化する」と結論付けるのは早計である。
ゾーニング以外の要因（交絡変数）がコントロー
ルされていないからである。ゾーニングの内側で
地価が高いのは，例えば単に利便性（スーパー，
病院，駅，公園，幹線道路までの距離）が良いか
らであって，ゾーニングの影響ではないかもしれ
ないためである。
　そこで著者のGroutらは，ゾーニングの境界線
付近に立地する未開発地に分析対象を限定して
RDDを行った。境界線付近に限定すれば，利便
性等のゾーニング以外の要因はほぼ等しいものと
みなすことができる。その結果，多くの地域で，
ゾーニングの外側の方が，内側（都市的地域）よ
りも地価が低いことが見いだされた。つまり土地
の用途に制限がかかることによって地価が低下す
るのである。

（２）農地面積による不連続
　上記の研究は，ゾーニングという地理的な境界
線に基づいて土地政策と地価の関係を分析した事
例だが，Chang and Lin（2015）は，農地の規模
による不連続性を利用して，同様に土地政策と地
価の関係を分析している。研究の目的は，農地の
転用制限が農地価格に与える影響を明らかにする
ことである。分析の対象地である台湾では，農業
生産への悪影響を回避するため，0.25ha未満の小
規模な農地には自宅・倉庫等を建設できないルー
ルになっている。著者の問題意識は，こうした小
規模な農地の転用制限が土地の利用価値を下げ，
地価の低下につながるのではないかというもので
ある。
　著者は，2000 年から 2008 年の圃場ごとの農地
売買価格に関するデータを利用し，地域特性など
もコントロールした上で（他の条件を一定にした
上で）推計を行い，0.25ha以上の農地は，0.25ha
未満の農地に比べて地価が平均で 26％高いこと
を見いだしている（５）。逆に言えば，転用に制限の
かかる小規模な農地では，地価が相対的に低下す
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る結果である。
　我が国においては，農地転用によって売却益を
得ることへの期待が農地の流動化を妨げている，
という指摘があるが（速水・神門，2002），
Chang and Lin（2015）の手法を応用すれば，転
用と農地価格の関係を測定することが可能になる
かもしれない。

（３）距離による不連続
　Pan et al.（2018）は，距離による不連続に着
目した研究例である。研究の目的は，技術指導が
生産技術や食生活に与える影響を明らかにするこ
とである。
　分析の対象地となったウガンダでは，NGOオ
フィスから６km以内の地域から選出されたモデ
ル農家に対して新品種の技術指導を６日間実施
し，その後モデル農家は，自身の圃場にて新品種
を作付け，周囲の農家に３日間の技術指導を実施
する，というプロジェクトが行われた。
　この場合，技術指導を受けられるか否かが決ま
る６kmという距離を境に，不連続性が発生する。
これを利用してRDDを行った結果，オフィスか
ら６km以内では，新品種，灌漑，間作，輪作と
いった様々な新技術が採択されただけでなく，生
産性や所得が向上したためか，食事を抜いたり食
事の品数を減らしたりする農家が有意に減少し，
食生活も改善されたことが見いだされている。つ
まり技術指導が，農業技術の向上だけでなく，食
生活・食料安保の改善にも役立っていることを示
唆する結果である。なお本研究の続編では，農家
所得の増加によって蚊帳の購入が増え，マラリア
の罹患率が減少することも見いだされている
（Pan and Singhal, 2019）。

（４）時間による不連続
　Fuje（2018）は，時間による不連続に着目し
た研究例である。研究の目的は，化石燃料に対す
る補助金の削減が，穀物価格に与える影響を明ら
かにすることである。途上国では生産地から消費
地までの輸送費は，大きなコストファクターであ
り，政府による化石燃料補助金の削減によって燃
料価格が上がれば，首都近郊ではさほど影響はな
くても，遠方の農村部では首都までの輸送費が増

大し，価格に上乗せせざるを得ない。したがって
都市農村格差が拡大するのではないかというのが
著者の問題意識である。ここでの不連続性は
2008 年というタイミングである。2008 年に化石
燃料補助金が削減され，この時期を境に不連続性
が発生したことを利用して分析を行っている。
　分析では，1996 年から 2013 年の月別・村別の
時系列データを利用している。RDDによる推計
の結果，エチオピアの主食であるテフ，麦，トウ
モロコシ，モロコシ，いずれの穀物でも，化石燃
料補助金削減の後，価格の地域間格差が有意に上
昇したことが分かった。結果を更に詳細に解析す
ると，首都から遠方に位置する農村ほど，首都と
の価格差が拡大していることも分かっている。論
文の後半では，価格格差の拡大が，農家の所得や
経済厚生に与える影響も分析されている。
　ただしこの研究には一つ懸念事項がある。それ
は政策変更の前後５年間という比較的長期間を分
析の対象期間としていることである。このように
不連続性の境界から “離れた” データも含むとい
うのは，不連続性の境界 “付近” に着目するRDD
の理念に反するものであり，場合によっては交絡
変数によるバイアスを発生させる原因となる。す
なわち化石燃料価格の変化ではなく，それ以外の
要因（例えば肥料価格や人件費など）が，対照群
である 1996 ～ 2007 年と，処置群である 2008 ～
2013 年では大きく異なっている可能性があり，
それが穀物価格を変化させた可能性を否定できな
いのである。
　この点ではAysoy et al.（2015）の手法が参考
になる。この研究も同様に時間による不連続性に
着目し，生鮮食品の流通制度改革が価格に与えた
影響を分析している。改革前のトルコでは，農家
が生産物を小売業者や消費者に直接販売すること
は法律で禁じられており，必ず卸売市場を通して
販売せねばならず，効率的な流通の妨げとなって
いた。そこでトルコ政府は 2012 年に改革を行い，
小売業者や消費者への直販を許可するとともに，
卸売市場で販売した場合の税率も２％から１％に
削減した。著者らは日別・品目別の農産物価格
データを収集し，この制度改革が行われた 2012
年１月１日よりも前の期間を対照群，後の期間を
処置群とみなして，RDD分析を行った。交絡変
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数の影響をなくすために，著者らは制度改正日の
前後１か月，半月，５日間という短い期間に着目
して分析を行い，制度改革によって小売価格に変
化は見られない一方で，卸売市場での農産物価格
が有意に減少したことを見いだしている。さらに
この結果が単なる季節性によってもたらされたも
のではないことを立証するために，2012 年１月
１日ではなく，2011 年１月１日の前を対照群，
後を処置群とみなして，同様の分析を行ってい
る。2011 年には制度改革は行われていないから，
これはいわば偽のタイミングである。したがっ
て，季節性がないのであれば，RDD分析によっ
て得られる効果はゼロのはずであるし，逆にもし
効果が検出されたのであれば，それは季節性が働
いていることの証拠になり得る。著者らは，2011
年１月１日前後では価格の不連続的な変動が見ら
れないことを示し，2012 年の価格変化は季節性
によるものではなく，制度改革の効果であると結
論付けている。なおこうした偽の政策によって仮
説を検証する手法をプラセボテストと呼び，近年
様々な文脈で用いられている（プラセボとは「偽」
という意味であり，効き目のない偽の薬をあえて
処方し，本物の薬と効果を比較する手法で知られ
ている）。

（５）所得による不連続
　これまで紹介した研究例は，不連続性の境界の
前後で，政策の対象者となるか否かが明確に決ま
る状況であった。こうした状況はSharp RDDと
呼ばれる。一方，境界の前後で政策対象になるか
否かが一律に決まるわけではないものの，政策対
象者になる「確率」が不連続的に変化する状況に
着目した分析をFuzzy RDDという（Fuzzyは曖
昧という意味である）。その一例として，Sharma 
et al.（2019）を紹介する。
　同研究の目的は，一般特恵関税制度，すなわち
開発途上国の支援を目的として，先進国が開発途
上国から輸入を行う際に関税率を引き下げる制度
の影響を明らかにすることである。著者らは，世
界銀行（World Bank）が採用している低所得国
の定義に着目し，Fuzzy RDDを実施した。世銀
は各国の一人当たり所得（GNI）に基づいて「低
所得国」，「下位中所得国」，「上位中所得国」，「高

所得国」の四つのグループに分類している。「低
所得国」に分類されるのは，所得が約 1000 ドル
以下の場合である。一般特恵関税制の対象国とな
るか否かは，各国の裁量に基づいているから，世
銀の定義で必ずしも決まるわけではないが，「低
所得国」グループに分類された国は，一般特恵関
税制の対象国となる「確率」が跳ね上がるのでは
ないかとSharmaらは考えた。そしてFuzzy RDD
を実施した結果，一般特恵関税制の対象国になる
と，農産物輸出が有意に増加することを見いだし
ている。

（６）人口による不連続
　同じくFuzzy RDDを人口による不連続性に適
用した研究がAsher and Novosad（2020）である。
研究の目的は，途上国における道路建設が地域経
済に及ぼす影響を解明することである。道路建設
は，発展が見込まれる地域を選んで実施される可
能性があるため，単に道路建設と経済発展の関係
を見ただけでは，道路建設の真の因果関係を特定
することはできない。そこで著者らは，インド政
府の定めた，まず人口 1000 人以上の村，次に
500人以上の村，そして最後に250人以上の村に，
優先的に道路を建設すべきというガイドラインに
着目した。これはあくまでガイドラインであっ
て，強制的なルールではないため，閾値を超えて
も必ず道路が建設されるとは限らないという意味
で，Fuzzy RDDに適したケースである。著者ら
は 1000 人や 500 人という閾値の前後で，道路建
設が行われる確率に不連続性・ジャンプが観察さ
れることを確認した上でRDD分析を行い，道路
建設が農業から非農業への労働移動を引き起こす
一方で，農業生産や所得には影響が見られないこ
とを見いだしている。

５．回帰不連続デザインの注意点

　RDDを実施する際の注意点を幾つか挙げてお
く。第１は，推計結果はあくまで不連続性の境界
付近（local）における政策効果を表すものであり，
全ての農家に一般化できる（つまり外的妥当性・
external�validityを有する）とは限らない点であ
る。例えば，不連続性の近くの農家と，遠く離れ
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た農家とで，政策効果が大きく異なる場合，
RDDの推計結果は全農家に対する平均的な政策
効果とは乖離し得る。第２図で言えば，RDDの
推計結果は４ha前後の農家に対する政策効果と
は言えるものの，８haの農家に同じ政策効果が
発生するかどうかは不明である。こうした問題へ
の一つの対処法としては，データを幾つかのサブ
グループに分割して（高齢農家vs若年農家，大規
模農家vs小規模農家など），RDDの推計値が似
通ったものであるか否かを検証する，といった間
接的な方法もあるが，より直接的にこの問題を解
決するためのアプローチも近年試み始められてい
るところである（Athey and Imbens, 2017）。
　第２に，不連続性の基準となる変数を農家自ら
が調整（sorting）できる場合にも注意が必要で
ある。例えば４haという規模を境に補助金の有
無が決まる場合，補助金を受給するために規模を
拡大する農家もいるであろう。sortingの有無は，
境界前後のデータの分布を比較することで統計的
に検証することが可能であるが（McCrary, 
2008），もしこうした動きが検出された場合には，
境界付近の農家を除外する “ドーナツ型” のRDD
（Barreca et al., 2011）や，境界付近のデータの
集まり具合から農家の行動原理を推測する集積分
析（英語ではbunchingと呼ばれる。Kleven（2016）
や伊藤（2017）などを参照）などが利用可能であ
る。
　第３に，境界の前後で別の不連続性が発生して
いる場合には，RDDによって政策の効果を特定
することはできない。例えば，ある市町村Aでは
政策X1 を行っているが，隣接する市町村Bでは
行っていないとする。この場合，地域による不連
続が発生しているため，市町村AとBの境界線付
近にいる農家に着目することでRDDを実施する
ことが可能である。しかしながら，もし市町村A
が別の政策X2 も実施し，市町村Bが実施していな
いのであれば，RDDの結果は，政策X1 とX2 の総
合的な効果を表すことになり，二つの政策の効果
を分離して推計することはできない（６）。
　同様の理由から，年度の不連続性にRDDを応
用することも難しい。例えば 2020 年からある政
策が導入された場合，2019 年と 2020 年との間に
不連続性が発生する。しかしこの場合，政策だけ

でなく，その他の多くの環境（価格や天候など）
も変化するため，2019 年のアウトカムと 2020 年
のアウトカムが，この政策によって引き起こされ
たものなのか，それとも他の要因によって引き起
こされたものなのかを区別することはできない。
前節で見たように日単位や週単位など，細かい時
間単位のデータが入手できれば分析可能な場合も
あるが，時間による不連続性を利用したRDDで
は，通常のRDDとは異なり幾つかの注意点が存
在する（Hausman and Rapson, 2018）。第１に，
時間を単位としたRDDの場合，不連続性の境界
付近において十分なデータ数を確保するために，
対象期間を広めに取らざるを得ない（例えば政策
導入日の前後１年分など）。つまり不連続性の境
界から “離れた” データも含まれることになって
しまう。これは不連続性の境界 “付近” に着目す
るというRDDの理念に反するものであり，場合
によってはバイアスを発生させる原因となる。第
２に，今期のアウトカムが前期のアウトカムから
も影響を受ける場合（自己相関），その動きを時
系列分析によって適切に処理する必要がある。第
３に，上述のsortingの検定（McCrary, 2008）を
時系列データに適用することはできない。なぜな
らば時系列データは等間隔で得られるため（つま
り一様分布），閾値の前後で分布形状が異なるこ
とは定義上あり得ないためである。
　このほか，実際にRDDを応用する際のテクニ
カルな注意事項については，Athey and Imbens
（2017）やSkovron and Titiunik（2015）にまと
められているので，参照されたい。

６．我が国での回帰不連続デザインの 
応用へ向けて

　RDDを我が国の農業政策の分析に応用するた
めには，政策の中に不連続性を見いだし，有効な
データを入手することが必要である。
　まず，現行の政策に関しては，地域，規模，距
離，人口，所得，年齢などを基にした不連続的な
政策対象者の選定方法がないかどうか，総点検す
ることが求められる。また，新たな政策を設計す
る際には，あえて不連続性を発生させることを意
識することも重要である。例えば，一部の地域
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（特区）で試験的に政策を実施すれば，地域境界
付近の内側と外側の農家を比較することで政策効
果を推計可能である。ただし前節で述べたよう
に，分析対象とする政策以外の政策の効果を排除
するためには，都道府県や市町村といった行政的
な地理区分ではなく，地形や集落などによって境
界線を定義することが望ましい。又は，農家数，
都市からの距離，農家の平均年齢などによって，
政策の実施地区を決めてもよいだろう。また政策
への参加希望者のうち一部の者に対して政策を実
施するような応募型の政策の場合，参加希望者を
各種の基準でスコア付けし，スコアが閾値を越え
た農家を政策対象として採用すれば，閾値前後の
農家で比較することで政策効果を推計することが
可能である。ただしこの場合に得られた結果は，
参加を希望する農家に対する政策効果であり，参
加を希望しない農家にも一般化できるとは限らな
い点には注意が必要である。
　このように政策に不連続性を内包させることは
決して困難ではない。障害となるのは，むしろ
データの有無であろう。RDDを行うために必要
なデータは，以下のとおりである。
①　�アウトカム（所得，耕作放棄地率等）に関す

る情報。
②　�できればコントロール変数（農家の属性や政

策前のアウトカムなど）に関する情報。無く
とも分析可能だが，もしあれば，例えば若い
農家と高齢農家とで別個にRDDを実施する
ことによって効果の異質性を論じたり，推計
値の誤差を減らしたりことが可能となる。

③　�統計的な誤差を減らすためにも，サンプル数
は多ければ多いほど良い。一概には言えない
が，先行研究では数百以上のデータを利用し
ている。こうしたデータ数を満たすために
も，データの単位は県や市町村といった地域
レベルではなく，農家レベルのものであるこ
と（時間による不連続の場合は，日別のデー
タであること）が望ましい。

④　�政策の対象者（つまり閾値を上回った農家）
だけでなく，政策の対象外となった農家（閾
値を下回った農家）についてもデータが必要
である。

　これだけの情報が既存の統計で揃っているケー
スは稀である。したがって政策評価を推進するに
は，まずはデータ収集の仕組みを整備することが
喫緊の課題である。そのためには，以下のような
アイデアが考えられる。
①　統計情報の拡充
　我が国の各種公的統計は，アウトカムや農家の
特性に関する情報が豊富に掲載されており，政策
評価を行う際に第一に候補となるデータソースで
ある。統計法の改正によって個票データの研究目
的の利用が可能となり，利用上のハードルは大き
く下がったものの，更なる活用のためには，調査
項目，特に助成金の受取状況に関する情報の拡充
が求められる。例えば農業経営統計調査の場合，
直接支払いや共済といった，予算額の大きな，い
わばメジャーな政策については受取額が掲載され
ているものの，マイナーな政策の受取額は掲載さ
れていない。しかし政策評価の行いやすい政策
は，時にマイナーな政策であることが多い。一部
の農家限定で行われていること，裏を返せば政策
の非対象者の情報が十分に存在することが，分析
を成功させる鍵だからである。したがって新たな
政策を立案する際には，政策評価に適しているか
否かを事前に検討し，もし適しているのであれ
ば，調査項目の一つに追加できるような仕組みを
構築してもよいだろう。
　また位置情報の拡充も望まれる。特に地理的な
境界を基に政策の導入が決まる場合，農家・農地
の位置情報が分かれば，政策評価が容易になる。
県や市町村レベルの位置情報だけでなく，更に細
かい位置情報の追加が望まれる。
　なおこうした提案を機動的に実施していくため
には，統計の調査目的そのものを変更することも
一案かもしれない。現在の我が国の主要な農林統
計（農業経営統計調査，センサス）の調査目的は，
農業の「実態を明らかにすること」，「農政の資料
を整備すること」である。もちろんこれは政策評
価を妨げるものでは決してないが，「政策の影響
評価を行うこと」を目的の一つとして「明記」す
ることで，より一層の統計の利用が促進されるの
ではないか。この点，EUにおける農家経営調査
に相当するFarm Accountancy Data Network
（FADN）データでは，政策の影響評価が調査目
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的の一つとして明記されており，実際に様々な影
響評価が行われているところである（７）。
②　�政策対象者と農林業センサス・農地の位置情

報とのリンケージ
　前項のアイデアは統計部局に関するものである
が，行政部局側におけるアプローチも必要であ
る。特に有益と考えられるのが，政策対象者に関
する情報の整理である。従来は，補助金の受給者
の氏名や連絡先のみを整理していたものと類推す
るが，そこに農林業センサスの農家番号や農地の
位置情報を表すID（現在農林水産省で整備が進
められている農地ポリゴン）を追加するのである。
それによってセンサスや農地の位置情報とリンク
が可能になり，あらゆる政策の影響評価が（少な
くともデータ上は）可能となり，また５年，10
年といった長期的なスパンでの政策効果の測定も
可能にするはずである。こうした取組を推進する
ためには，個々の政策担当者に一任するのではな
く，政府や農林水産省全体としてのガイドライン
を定めることが有効であろう。
③　農業版マイナンバー制度
　政策評価を行う際には，しばし複数の異なる
データセットの接続が必要となる（例えば政策受
給者データ・センサスデータ・出荷額データの接
続など）。上述の二つの提案はこの接続を容易化
するための案であるが，農業版マイナンバー制度
ともいうべき制度が普及すれば，行政・統計部局
の負担を減らし，なおかつ分析の可能性を一気に
広げることができる。すなわち農家ごとのIDが
付与されたカードを配布し，これを補助金の受給
時，生産物の出荷時，調査への回答時などに用い
てもらうことで，情報を紐付けするのである。こ
うした取組が普及すれば，統計の調査業務が大幅
に緩和され，また各種の情報がリンクされるた
め，政策評価も容易に実施することが可能となる
だろう。
④　応募型の政策について
　参加を希望する農家が応募し，その中から一部
の農家が採用されるようなタイプの政策の場合に
は，まず応募時点の情報（作物別の面積など）を
提供してもらうとともに，採用のいかんに関わら
ず，フォローアップ調査への回答を了承しても
らった上で，応募してもらう。こうすることに

よって，政策対象者と非対象者の情報が，政策導
入前と後に得られることになる。

７．おわりに

　政策効果の推計は，奥の深い問題である。単な
る政策の前後比較や，政策の対象者と非対象者の
比較では，誤った結論を導き得る。アウトカムに
影響し得る各種の条件を「コントロール」した上
で，つまり，似たもの同士で比べることが鍵であ
る。といっても全ての要因をコントロールしきる
のはデータ的に難しい。農家のスキルなど，アウ
トカムに影響し，かつ政策の受給と相関している
観察不可能な要因がある限り，政策効果を正しく
測定することはできない。この問題をクリアでき
る一つの選択肢がRDDである。政策対象を選定
する過程に何らかの不連続性を見いだすことがで
きれば，ランダム化実験に近い状況を生み出せる
のである。
　本稿ではRDDの基本的な考え方と農業分野に
おける応用事例を紹介した。先行研究では，規
模，地域，距離，タイミング，所得，人口などに
起因した不連続性を見いだすことで因果関係の特
定を行っていた。我が国においても，既存の農業
政策に類似の不連続性がないか再点検するととも
に，新たな政策を立案する際に不連続性を意図的
に内包させることができれば，RDDの実施は決
して難しくない。ただし最もネックになりそうな
のがデータである。不連続性の前後に位置する農
家に着目する以上，農家単位の個票データが不可
欠であり，そうしたデータを収集するためには，
既存統計の拡充，補助金の受給者情報と既存統計
との紐付けなど，新たなデータ収集の仕組み作り
が必要であろう。政策効果に関するエビデンスを
蓄積し，今後の政策立案に活かしていくという
EBPMの理念を実現するためには，データを分析
する側の研究者と，データを生み出す側の行政・
統計部局の，積極的な連携が欠かせない。

注⑴　差分の差分法（Difference-in-Differences）と操作変数
法（Instrumental�variable method）については別稿に
て紹介する。

　⑵　初学者向けに各手法の違いを解説した図書として，
デュフロら（2019，A.３節）や伊藤（2017）がある。
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　⑶　経済学分野における2000年～2020年の論文をキーワー
ド検索すると，RDDは 88 件，差分の差分法は 155 件，
操作変数法は 252 件がヒットした（2020 年７月，Web 
of Science調べ。検索キーワードは，当該手法の名称＋
“treatment effect*” とした）。

　⑷　他の分野におけるRDDの適応例は，Lee and Lemieux 
（2010, Table 5）を参照。

　⑸　RDDにおけるコントロールの重要性は，Calonico et 
al�.（2019）を参照。

　⑹　地理的な不連続性に着目する際の注意点は，Keele 
and Titiunik （2015）を参照。

　 ⑺　2010 年 か ら 2019 年 ま で の 間 に「FADN CAP 
economics」のキーワードでヒットする論文は，2700 件
にのぼる（2020 年８月Google scholar調べ）。またFADN
の公式サイトには，FADNは農家の所得と経済活動の実
態を把握するとともに，農業政策の影響を把握するため
の重要な情報源であると記されている（“The farm 
accountancy data network （FADN） monitors farmsʼ 
income and business activities. It is also an important 
informative source for�understanding the impact of 
the measures taken�under the common agricultural�
policy.” https://ec.europa.eu/info/food-farming-fisheries/
farming/facts-and-figures/farms-farming-and-
innovation/structures-and-economics/economics/
fadn#resultsandanalysis 2020 年８月アクセス）。
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Econometric Methods for Evaluation of Agricultural Policy:  

Regression Discontinuity Design
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Summary

　　Causality�plays�a�key�role� in�evidence-based�policy�making,�and�there�are�several�econometric�
methods�that�quantify�it.�This�article�reviews�applications�of�regression�discontinuity�design�in�the�field�
of�agricultural�economics�and�discusses�several� issues�that�should�be�considered�when�applying�this�
method�to�agricultural�policies.
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